
人材育成に取り組む事業主の皆さまへ

令和4年9月1日から人材開発支援助成金の見直しを行います

＜令和４年９月１日の改正内容＞

対象となる訓練施設※のうち「② 申請事業主以外の事業主・事業主団体の設置する施設」
において、申請事業主と関係性が認められる者が設置する施設は対象外としていましたが、
当該要件を廃止しました。

同時双方向型の通信訓練※を実施した場合に、支給申請の際に提出が必要となる「受講者
の出席状況が分かるログ、訓練受講時の受講者を撮影したスクリーンショット等」につい
て、提出を省略しました。

【改正により対象となる施設】

● 申請事業主(取締役含む)の３親等以内の親族が設置する施設

● 申請事業主の取締役が設置する施設

● 申請事業主が雇用する労働者が設置する施設

● グループ事業主が設置する施設で不特定の者を対象とせずに訓練を実施する施設

● 申請事業主が設置する別法人の施設

● 申請事業主の代表取締役が個人事業主として設置する施設

LL040901開企01

２ 提出書類の省略

人材開発支援助成金を利用しやすくするため
令和４年９月１日から制度の見直しを行いました

１ 訓練施設の要件変更

事業主が労働者に対して訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。
このリーフレットでは、令和４年９月１日から見直される主な内容についてご紹介しています。

｢人材開発支援助成金｣とは

訓練コース名 対象者・対象訓練 共通の見直し 各コースの見直し

人への投資
促進コース

雇用保険被保険者を対象と
した定額制サービスによる
訓練など

１ 訓練施設の要件変更

２ 提出書類の省略

３ 定額制訓練の要件変更

４ OJT訓練指導者の要件変更

５ 短時間勤務等制度の要件変更

６ OJTの実施要件の変更

特定訓練コース
正規雇用労働者を対象とし
た生産性向上に資する訓練
など

６ OJTの実施要件の変更

一般訓練コース
正規雇用労働者を対象とし
た訓練

特別育成訓練
コース

非正規雇用労働者を対象と
した訓練 ６ OJTの実施要件の変更

※ ①公共職業能力開発施設など、②申請事業主以外の事業主・事業主団体の設置する施設、
③学校教育法による大学等、④各種学校等（専修学校など）など

※ 情報通信技術を活用した遠隔講習であって、一方的な講義ではなく、現受講中に質疑応答が行えるなど、
同時かつ双方向的に実施される形態の訓練

都道府県労働局・ハローワーク



情報技術分野認定実習併用職業訓練のOJT訓練指導者の要件である、『資格（ITSSレベル
２以上）取得している者または情報処理・通信技術者としての実務経験が通算で「10年以
上」である者』のうち、実務経験の通算年数を「５年以上」に緩和しました。

雇用関係助成金 受付窓口一覧
(厚生労働省ホームページ)

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/
kyufukin/toiawase.html

４ OJT訓練指導者の要件変更

５ 教育訓練短時間勤務等制度の要件変更

６ ＯＪＴの実施要件の変更

OJT訓練指導者が１日に指導できる受講者の人数は３名までとしていましたが、当該要件
を廃止しました。

都道府県労働局・ハローワーク

人材開発支援助成金 検索

本助成金のご利用にあたりご不明な点は、管轄の労働局･ハローワークにお問い合わせ下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

３ 定額制訓練の要件変更

【変更点１】
既に定額制サービス（サブスクリプション型の研修サービス）の契約期間の初日が到来
している場合※も助成対象としました。
※ 通常は、契約期間の初日から起算して１か月前までに計画届を提出している必要があります。

【変更点２】
定額制サービスのうち受講を修了した教育訓練が「２つ以上」必要とする要件を、「１
つ以上」に緩和しました。

【変更点３】
同時に複数の異なる定額制サービスを利用している場合に、１つの契約のみ支給対象と
する要件を廃止しました。

【変更点４】
定額制サービスでは、eラーニングで実施されるサービスを助成対象としていましたが、
同時双方向型の通信訓練で実施されるサービスも助成対象としました。

【変更点１】
制度を適用する回数の要件を「30回」から「１回」に緩和しました。

【変更点２】
所定外労働時間の免除を行う場合、制度を適用した最初の日の前日以前３か月の一月の
平均所定外労働時間が15時間以上である者に対して制度を適用する必要がありましたが、
当該要件を廃止しました。



プロジェクトマネージャ試験対策講座受講料等

教育訓練の内容

人材開発支援助成金の活用

教育訓練機関：外部教育訓練機関

受講コース：
プロジェクトマネージャ試験対策講座

訓練目標：
プロジェクトマネージャの資格取得を目指す

訓練時間：一人あたり30時間

受講料等：一人あたり200,000円

ITSSレベル４に相当する資格試験の受験料：
一人あたり80,000円

人への投資促進コース(高度デジタル人材訓練）

高度デジタル人材※の育成のための訓練を実施した
場合に助成が受けられる訓練メニューです。
※ITSS（ITスキル標準）レベル３・４の資格取得のための訓練、

第四次産業革命スキル習得講座または大学（情報工学・情報
科学）

助成金のコース

助 成 率・額
＜OFF-JT＞ ※（ ）内は中小企業以外の額

経費助成 75％(60％)
賃金助成 960円(480円)/h

助成金の額（一人あたり）

助成金の対象となる経費、賃金、実施助成

１ （資格試験の受験料を含む）：280,000円

２ 訓練時間に対する賃金助成（中小企業：960円/h）

訓練の効果

• 資格を取得してさらに専門的な知識を身につけることで、プロジェクトの管理等
を行うことが可能となり、管理職へ登用することができた。

• 高度な資格を保持している従業員がいることが会社の強み（アピールポイント）
にもなっている。

今後の展開 経験の浅い従業員にも、いずれは高度な資格試験の受験に挑戦してもらえるように、
計画的に人材育成に取り組んでいきたい。

会社概要

中小企業（情報通信業）

従業員数：20名

事業内容：インターネット関連事業

（web・システム開発・

ネットワーク構築）

助成金を活用するに至った背景事情

今までは、スキルの習得はそれぞれ自己学習が基本であっ

たが、企業の組織力強化のため、計画的に高度なデジタル

分野の資格取得を目指すことになった。

人材育成上の課題

組織力強化のため、高度なデジタル分野の資格を持った核と

なる人材を育てることが課題。

計画的な業務命令ではなく個人任せにしていたため、今まで

は受験に繋がっていなかった。

人材開発支援助成金活用例

人への投資促進コース：高度デジタル人材訓練

＜OFF-JT＞
１ 経費助成：210,000円

（受講料等（受験料を含む）×75％）

２ 賃金助成：28,800円（30h✕960円）

支給総額 238,800円

支給額



プロジェクトマネージャ試験対策講座受講料等

教育訓練の内容

人材開発支援助成金の活用

教育訓練機関：外部教育訓練機関

受講コース：プログラミング講座

訓練目標：スマート端末上の開発に必要な

プログラミング言語の習得等

OJTの内容：実際に発注を受けたシステムの構築

訓練時間：OFF-JTの一人あたり、800時間

OJTの一人あたり、200時間

受講料等：一人あたり700,000円

ITSSレベル2に相当する資格試験の受験料：
一人あたり50,000円

※付加的eラーニングにより実施される訓練等を実施した
場合も助成対象となります。

人への投資促進コース
(情報技術分野認定実習併用職業訓練）

IT分野未経験者の即戦力化のための訓練※を実施した
場合に、助成が受けられる訓練メニューです。
※OFF-JTとOJT（資格を取得している者等が講師を

務めるもの）を組み合わせた訓練

助成金のコース

助 成 率・額
<OFF-JT>

経費助成 60％(45％)
賃金助成 760円(380円)/h

＜OJT＞
実施助成 200,000円（110,000円）（定額）

助成金の額（一人あたり）

助成金の対象となる経費、賃金、実施助成

1 プログラミング講座（資格試験の受験料を含む）
：750,000円

2 訓練時間に対する賃金助成（中小企業：760円/h）

3 OJT実施に係る助成（中小企業：200,000円）

訓練の効果

• 未経験者にも、基本的な言語の習得や、実際に顧客からの発注にも携わってもら
い、自社の従業員から丁寧にレクチャーすることで、未経験者から一人前のSEに
成長させる事ができた。

• 資格を保持することで、従業員の自信にも繋がっている。

今後の展開 未経験者も戦力として採用できるため、若者の採用を積極的に行い、いずれは社の中
核人材となってもらえるように、計画的に人材育成に取り組んでいきたい。

会社概要

中小企業（情報通信業）

従業員数：30名

事業内容：情報処理、提供

（プログラムの作成）

助成金を活用するに至った背景事情

IT分野の経験者を優先的に採用していたが、人員の確保が

難しかったため、未経験者を採用することになった。

人材育成上の課題

求人に応募してくる者は、IT分野未経験者が多かったが、一

から教育することは難しく、未経験者を採用することができ

ていなかった。

人材開発支援助成金活用例

人への投資促進コース：情報技術分野認定実習併用職業訓練

＜OFF-JT＞
1 経費助成：450,000円

（受講料等（受験料を含む）×60％）

2 賃金助成：608,000円（800h✕760円）

＜OJT＞
1 実施助成：200,000円

支給総額：1,258,000円

支給額

※（ ）内は中小企業以外の額



プロジェクトマネージャ試験対策講座受講料等

教育訓練の内容

人材開発支援助成金の活用

教育訓練機関：外部教育訓練機関

受講コース：営業職研修受け放題講座

訓練目標：

新入社員から管理職までの幅広い層に対応した
営業力向上のためのeラーニング訓練

受講料等：420,000円

（１～50名まで１か月3.5万円×12月の料金）

人への投資促進コース(定額制訓練）

労働者の多様な訓練の選択・実施を可能とする「定額
制訓練」（サブスクリプション型の研修サービス）を
利用した場合に、助成が受けられる訓練メニューです。

助成金のコース

助 成 率・額
＜OFF-JT＞
経費助成 45％(30％)

助成金の額（一人あたり）

助成金の対象となる経費

営業職研修受け放題講座：420,000円

訓練の効果

• １つの訓練契約で幅広い層に訓練を行うことができ、個々の従業員にあった訓練
を探す手間も省ける上に、複数の訓練を契約するよりも、安価な費用で抑えられ
た。

• 結果的に企業全体の生産性向上に繋がった。

今後の展開 訓練費用を安価な費用で抑えられたため、営業職以外の従業員向けの定額制訓練を実
施することを検討し、計画的に人材育成に取り組んでいきたい。

会社概要

中小企業（製造業）

従業員数：130名

事業内容：自動車部品製造

助成金を活用するに至った背景事情

今までは、個々の従業員にあった訓練をそれぞれ実施して

いたが、訓練費用の削減のためにサブスクリプション型の

訓練を実施することにした。

人材育成上の課題

個々の従業員にあった訓練を探す手間や、複数契約するため

訓練費用が高額であり、訓練の機会を減らさざるを得ない状

態となり、結果的に企業内の生産性が低下していた。

人材開発支援助成金活用例

人への投資促進コース：定額制訓練

＜OFF-JT＞

経費助成：189,000円

（受講料等×45％）

支給総額 189,000円

支給額

※（ ）内は中小企業以外の額



プロジェクトマネージャ試験対策講座受講料等

教育訓練の内容

人材開発支援助成金の活用

教育訓練機関：外部教育訓練機関

受講コース：中小企業診断士登録養成講座

訓練目標：中小企業診断士の資格取得を目指す

訓練時間：一人あたり40時間

受講料等：一人あたり400,000円

人への投資促進コース(自発的職業能力開発訓練）

労働者が自発的に受講した訓練費用のうち、
２分の１以上を負担する事業主に対する助成です。
※労働協約又は就業規則に自発的職業能力開発経費負担
制度を定めるとともに、その制度に基づき経費を負担す
る必要があります。既に同制度を定め適用実績がある場
合も対象となります。
※自発的職業能力開発経費負担制度とは、労働者が自発
的に受講する際に要する直接的な経費について、全部又
は一部を負担することを就業規則等に規定した制度のこ
と。

助成金のコース

助 成 率
経費助成 30％

助成金の額（一人あたり）

助成金の対象となる経費助成

中小企業診断士養成講座：400,000円

事業主の負担割合50％の場合、事業主は

200,000円を負担する

訓練の効果
中小企業診断士の資格を生かし、会社の生産性向上に寄与した。また、他の従業員も、
自ら必要と思うスキルを身につけるために、積極的に学び・学び直しをする機運を醸
成できた。

今後の展開 今回の自発的な訓練により身につけたスキルを発揮できる部署への配置換えや待遇の
見直しを行い、他の労働者も制度を活用できるように働きかけていきたい。

会社概要

中小企業（金融業）

従業員数：40名

事業内容：信用金庫

助成金を活用するに至った背景事情

従業員から、スキルアップのために休日や業務外の時間を

利用して訓練を受講したいが、会社から補助があるとあり

がたいという声が出ていたため。

人材育成上の課題

従業員の学び・学び直しを会社として積極的に支援すること

により、企業としての魅力を高め、従業員のモチベーション

や生産性を向上させることが課題。

人材開発支援助成金活用例

人への投資促進コース：自発的職業能力開発訓練

経費助成：60,000円
（事業主の負担額×30％）

支給総額 60,000円

支給額



プロジェクトマネージャ試験対策講座受講料等

教育訓練の内容

人材開発支援助成金の活用

教育訓練機関：外部教育訓練機関

受講コース：英会話基礎クラス

訓練期間：６か月

訓練内容：
日常会話が可能な英語力を身につけるための
訓練

人への投資促進コース(長期教育訓練休暇等制度）

30日以上の長期教育訓練休暇の取得が可能な制度を
導入し、実際に適用した事業主に助成を行います。

助成金のコース

助 成 額
• 制度導入経費助成 200,000円（１回限り）
• 賃金助成 6,000円／日

（最大150日分。有給休暇の場合に限る。人
数制限無し。）

助成金の額

1 長期教育訓練休暇制度の導入

2 長期教育訓練休暇の取得を希望する労働者１名

に対し、180日の有給による教育訓練休暇を

付与

制度導入の
効果

長期間、労働者の１人が不在になることで、業務の調整は必要となったが、外国語を
身につけた労働者がいることで、外国人客向けの観光ツアーを立ち上げることができ、
結果として会社の利益に繋がった。

今後の展開 他の労働者にも制度を活用してもらい、労働者のスキルアップを支援したい。

会社概要

中小企業（運輸業）

従業員数：50名

事業内容：タクシー事業

助成金を活用するに至った背景事情

インバウンドによる外国人客の対応の増加に対応するため、

労働者が自発的に英語を学びたいと考え、海外の語学学校

に通うため制度を導入することにした。

人材育成上の課題

大企業のように、労働者が自発的にスキルアップを図るため

に、会社として支援を行いたいと考えているが、費用面を考

え対応ができなかった。

人材開発支援助成金活用例

人への投資促進コース：長期教育訓練休暇等制度

1 制度導入経費助成：200,000円

2 賃金助成：
6,000円×150日（最大）＝900,000円

支給総額 1,100,000円

支給額



事業主の皆さまへ

ＰL040901開企01都道府県労働局・ハローワーク

このパンフレットは、「人への投資促進コース」についてのポイントをまとめた簡易版です。
支給要件の詳細は、「人材開発支援助成金（人への投資促進コース）のご案内（詳細版）」を
ご確認の上、ご不明な点は都道府県労働局へお問い合わせください。

人材開発支援助成金
（人への投資促進コース）

労働者の知識・技能の向上にご活用ください

デジタル／成長分野

ＩＴ分野未経験

サブスクリプション

自発的能力開発

教育訓練休暇

高度デジタル人材訓練／成長分野等人材訓練

高度デジタル人材の育成のための訓練や大学院での訓練

情報技術分野認定実習併用職業訓練

OFF-JTとOJTを効果的に組み合わせた訓練として厚生労働大臣の
認定※を受けたＩＴ分野未経験者に対する訓練
※厚生労働大臣の認定制度は、都道府県労働局にお問い合わせください。

定額制訓練

多様な訓練の選択・実施を可能とするサブスクリプション型の研修
サービスによる訓練

自発的職業能力開発訓練

労働者が自発的に受講した訓練費用を負担する事業主への助成

長期教育訓練休暇等制度

働きながら訓練を受講するための長期休暇制度や短時間勤務等制度を
導入する事業主への助成

人への投資促進コース 訓練内容や実施目的に応じたメニューがあります
eラーニングや通信制による訓練等も、助成対象です。

雇用保険被保険者に対して、職務に関連した専門的な知識と技能の習得を目的と

して、計画に沿って訓練を実施した場合に、訓練中の賃金と訓練にかかった経費

の一部を助成します。

自発的な教育訓練を受けるために必要な教育訓練休暇を労働者に与える長期教育

訓練休暇等制度を企業に導入し、労働者が実際に教育訓練休暇等を取得した場合

に導入経費と教育訓練休暇中の賃金の一部を助成します。

「人への投資促進コース」とは



• （ ）内の助成率（額）は、生産性の向上が認められる場合に加算される率（額）です。
高度デジタル人材訓練と成長分野等人材訓練は、当該加算はありません。

• 賃金助成額は１人１時間当たりの額です（※長期教育訓練休暇制度は１人１日当たりの額）。

• OJT実施助成額は１人１訓練当たりの額（定額）です。

• 賃金助成とOJT実施助成は所定労働時間内の訓練に限ります。

• 経費助成は、受講者１人当たりで次の額を限度としています。

• （ ）内は大企業の額です。

• 大学・大学院での訓練は、一年度あたりの限度額です。
それ以外の民間の教育訓練機関等で実施される訓練は、一の年間職業能力開発計画（様式第３－１号）当たりの限度額
になります。

• 定額制訓練に対する助成は、受講者１人当たりの経費助成の限度額はありません。

• 助成率･額の詳細や生産性要件は、詳細版パンフレットをご確認ください。

訓 練 メ ニ ュ ー 対象者 対 象 訓 練
経費助成率 賃金助成額 OJT実施助成額

中小企業 大企業 中小企業 大企業 中小企業 大企業

高度デジタル人材訓練
正規

非正規

高度デジタル訓練
(ITスキル水準（ITSS）

レベル３､４以上)
75% 60％ 960円 480円 －

成長分野等人材訓練 海外を含む大学院での訓練 75％
国内大学院

960円 －

情報技術分野認定実習
併 用 職 業 訓 練

正規
OFF-JT＋OJTの組み合わせの
訓練（IT分野関連の訓練）

60％
(+15％)

45％
(+15%)

760円
(+200円)

380円
(+100円)

20万円
(+5万円)

11万円
(+3万円)

定 額 制 訓 練
正規

非正規

定額制訓練（サブスクリプ
ション型の研修サービス）

による訓練

45％
(+15％)

30％
(+15％）

－ －

自 発 的 職 業 能 力
開 発 訓 練

正規
非正規

労働者の自発的な職業訓練費
用を事業主が負担した訓練

30％
(＋15％)

－ －

長 期 教 育 訓 練
休 暇 等 制 度

正規
非正規

長期教育訓練休暇制度
（30日連続休暇取得）

制度導入経費

20万円
(+4万円)

1日当たり

6000円
(+1200円)

－

所定労働時間の短縮および
所定外労働時間の免除制度

制度導入経費

20万円
(+4万円)

－ －

訓 練 メ ニ ュ ー
実訓練時間数

100H未満
実訓練時間数
100~200H未満

実訓練時間数

200H以上
大学

（一年度当たり）
大学院

（一年度当たり）

高度デジタル人材訓練 30(20)
万円

40(25)
万円

50(30)
万円

150(100)
万円 －

成長分野等人材訓練 － － － － 国内150万円
海外500万円

情報技術分野認定実習
併 用 職 業 訓 練

15(10)
万円

30(20)
万円

50(30)
万円 － －

自 発 的 職 業 能 力
開 発 訓 練

７万円 15万円 20万円 60万円 国内60万円
海外200万円

支給額はどのくらいですか？

訓練メニューに応じて、以下の助成が受けられます

受講者１人当たりの助成限度額

2



職業能力開発推進者、事業内職業能力開発計画

職業能力開発推進者とは、社内で職業能力開発の取り組みを推進するキーパーソンとなる役割を担う
方を指します。事業内職業能力開発計画とは、自社の人材育成の基本的な方針を定めて従業員に周知
するものをいいます。

職業能力開発促進法では、事業主は職業能力開発推進者を選任し、事業内職業能力開発計画を作成す
るよう努めることとしています。人材開発支援助成金ではこれらを措置している事業主を助成対象と
しています。

実習併用職業訓練にかかる厚生労働大臣の認定

実習併用職業訓練とは、OFF-JTとOJTを組み合わせた訓練のことで、実施計画を立てて申請をすると、
その訓練が効果的であるとして厚生労働大臣の認定を受けることができます。

認定を受けた訓練を対象として、人材開発支援助成金を申請する場合は、訓練実施日の２か月前まで
に認定の申請をする必要があります。

どのような要件がありますか？

主な事業主要件／労働者要件は以下のとおりです

支給対象事業主
雇用保険適用事業所の事業主であること

職業能力開発推進者を選任し、事業内職業能力開発計画を策定し、従業員に周知している
事業主であること

訓練期間中の訓練受講者に対する賃金を適正に支払っている事業主であること
（自発的職業能力開発訓練、育児休業中の訓練と無給の長期教育訓練休暇等制度の場合を除く）

支給申請までに訓練にかかった経費をすべて（自発的職業能力開発訓練の場合は１/２以
上）負担している事業主であること
（長期教育訓練休暇等制度の場合を除く）

訓練計画届または制度導入・適用計画届提出日の前日から起算して６か月前の日から
支給申請提出日までの間に、事業主都合で雇用保険被保険者を離職させた事業主でない
こと

労働局が行う審査や実地調査に協力する事業主であること

不正受給を行ったことで不支給措置期間にある事業主でないこと など

３

支給対象労働者
●訓練実施期間中において、申請事業主に雇用される雇用保険被保険者であること

訓練計画届提出時に添付する「訓練別の対象者一覧」（様式第４号）で届けられている者
であること（長期教育訓練休暇等制度の場合を除く） など

このページに記載されていない要件もあります。詳しくは詳細版パンフレットをご確認ください。
下記の制度は、厚生労働省のウェブサイトで紹介しています。



高度デジタル人材等訓練

確認項目が多いため、他の助成金よりも支給可否の決定までに時間がかかる場合があります。

計画に沿って訓練を実施

変更届の提出

労働局の審査を経て支給

実習併用職業訓練とし
て、厚生労働大臣の認
定を受ける
(訓練開始日２か月前ま
でに認定申請)

→詳細は３ページを参照

職業能力開発推進者の選任、事業内職業能力開発計画の策定 →詳細は３ページを参照

長期教育訓練
休暇等制度

情報技術分野認定
実習併用職業訓練

制度導入・周知

就業規則または労働協約
への各制度を規定する

制度導入・適用計画の提出

制度導入・適用計画期間の初日
から起算して６か月前から１か
月前までに管轄労働局かハロー
ワークへ提出し、労働局の確認
を受ける

訓練実施計画届、年間職業能力開発計画の提出

訓練開始日（定額制は契約締結日）の１か月前までに
管轄労働局かハローワークへ提出し、労働局の確認を受ける

計画に沿って制度を適用

支 給 申 請

訓練終了日の翌日から起算して２か月以内に

管轄労働局へ提出する

支給申請

制度導入・適用計画期間（制度
導入日から３年）内に、支給要
件を満たす制度の最終適用日
（教育訓練短時間勤務等制度の
場合は最初の適用日）の翌日か
ら２か月以内に管轄労働局へ提
出

自発的職業能力
開発訓練

制度導入・周知

就業規則または

労働協約への

各制度を規定する

定額制訓練

どのような手続きが必要ですか？

各メニューの手続きの流れは以下のとおりです

変更届の提出

計画を変更する場合

４

→手続きの詳細は５ページを参照 →手続きの詳細は６ージを参照



手続きを詳しく知りたい①

長期教育訓練休暇等制度以外の手続きは以下のとおりです

ご注意ください
届出期限内に訓練計画届の提出がない場合には、助成金は支給されません。
郵送で提出をする場合、管轄労働局への到達日が受理日となりますので、ご注意ください。

！

訓練実施計画届・年間職業能力開発計画の提出
事業内職業能力開発計画に基づき、１年間に従業員の職業能力開発をどのように進めるか
の計画を作成した上で、訓練の実施期間・実施場所・対象労働者などを具体的に記載した
実施計画を、訓練開始日※の１か月前までに管轄労働局に提出します。
※定額制訓練および自発的職業能力開発訓練のうち定額制サービスによる訓練の場合、定額制サービスの契約期間の初日となります。

主な提出書類

• 訓練実施計画届（様式第１号）

• 年間職業能力開発計画（様式第３－１号）

• 訓練別の対象者一覧（様式第４号）

など

主な添付書類

• 訓練内容を確認できる書類（訓練カリキュラム、予定表など）

• 訓練の対象労働者を確認できる書類

• 訓練期間中の労働条件がわかるもの（雇用契約書（写）など）

など

主な申請書類

• 支給要件確認申立書（共通要領様式第１号）

• 支払方法・受取人住所届

• 支給申請書（様式第５号）

• 賃金助成と実施助成の内訳（様式第６号）

• 経費助成の内訳（様式第７－１号）

• OFF-JT実施状況報告書（様式第８－１号）

• 訓練を行う者が不正受給に関与していた場合に連帯債務を負うこと等についての
承諾書（様式第12号）

など

主な添付書類

• 訓練期間中の出勤状況・出退勤時刻を確認するための書類
（出勤簿、タイムカードなど）

• 受講者に対して訓練期間中の賃金が支払われていたことを確認できる書類
（賃金台帳など）

• 事業主が訓練費用を負担していることを確認できる書類（振込通知書など）

• 訓練に使用した教材の目次等の写し

• 該当する対象訓練で発行された修了証や、使用したジョブ・カード

など

支給申請
訓練終了日の翌日から２か月以内に、支給申請書などを管轄労働局に提出します。
支給申請までに、訓練にかかった経費をすべて支払っていることが必要です。

・・

申請様式は厚生労働省のウェブサイトからダウンロードできます
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

支給申請書などの書類は、計画届提出時点の様式をお使いください。

例：令和４年５月に計画届を提出し受理されたものの場合は、上記リンク先「申請書類ダウンロード」の項目から、
『申請書類（令和４年４月1日以降に計画届を提出された方はこちら）』を使用してください。
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主な申請書類
• 制度導入・適用計画届（訓練休暇様式第１号）

• 事前確認書（訓練休暇様式第７号）

など

主な添付書類

• 就業規則または労働協約（制度規定前のものの写しと制度規定後の案）

＜既に長期教育訓練休暇制度を導入している場合＞

• 長期教育訓練休暇制度に関する申告書（訓練休暇様式第５－４号）

• 事業内職業能力開発計画

など

主な申請書類

• 制度導入・適用計画届（訓練休暇様式第１号）

• 支給要件確認申立書（共通要領様式第１号）

• 支払方法・受取人住所届

• 支給申請書（訓練休暇様式第４号）

• 実施状況報告書（訓練休暇様式第５－２号または訓練休暇様式第５－３号）

• 賃金助成の内訳（訓練休暇様式第６号）※有給の長期教育訓練休暇を取得した場合

など

主な添付書類

• 就業規則または労働協約の写し

• 休暇等を取得した労働者が被保険者であることを確認できる書類
（雇用契約書（写）等）

• 訓練期間中の出勤状況・出退勤時刻を確認できる書類
（出勤簿、タイムカードなど）

• 休暇取得者に賃金が支払われていたことを確認できる書類（賃金台帳など）
※有給の休暇の場合のみ

• 事業主以外が行う教育訓練、各種検定、キャリアコンサルティングを、事業主以
外が実施していることを確認できる書類（訓練カリキュラム、受講案内等）

など

手続きを詳しく知りたい➁

長期教育訓練休暇等制度の手続きは以下のとおりです

制度導入・適用計画の提出
事業内職業能力開発計画に基づき、１年間に従業員の職業能力開発をどのように進める
かの計画を作成した上で、具体的な内容を記載した計画を、制度導入・適用計画期間の

初日から起算して６か月前から１か月前までに管轄労働局に提出します。

支給申請
支給要件を満たす休暇等の最終取得日の翌日から２か月以内に、支給申請書などを管轄労
働局に提出します。

ご注意ください
届出期限内に訓練計画届の提出がない場合には、助成金は支給されません。
郵送で提出をする場合、管轄労働局への到達日が受理日となりますので、ご注意ください。

申請様式は厚生労働省のウェブサイトからダウンロードできます
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

支給申請書などの書類は、計画届提出時点の様式をお使いください。

例：令和４年５月に計画届を提出し受理されたものの場合は、上記リンク先「申請書類ダウンロード」の項目から、
『申請書類（令和４年４月1日以降に計画届を提出された方はこちら）』を使用してください。

！
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例えば以下のような訓練は、支給対象になりません。

• 職務に直接関係ないもの、趣味教養のもの、通常の事業活動の範囲内で行われるべきもの、法令等で義
務づけられたものなど、助成目的に適合しない内容の訓練

• 講演会・学会など、訓練ではないもの

• OFF-JTが通常の生産活動と区別されない場所で実施されているものなど、助成目的に適合しない実施方
法の訓練

• 講師要件を満たさない者が講師をつとめる事業内訓練

• OJTに必要な指導者を確保できておらず、受講生ひとりで実施するもの

など

変更届を提出せずに、計画とは違うカリキュラムや日時･場所等で訓練を実施した場合等も、変更した部分
は対象になりません。詳しくは詳細版パンフレットをご確認ください。

例えば以下のような訓練については、対象になりません。

• OJT

• 業務命令で受講させるもの

• 通常の事業活動の範囲内で行われるもの（自社の経営方針の説明・報告会、自社製品・サービス・社内
制度に関する説明など）

• 実施目的が訓練に直接関連しない内容のもの

• 研究会、発表会、見学会、視察旅行など

• 労働者の休暇日に受講するもの（休暇日を振り替えたとしても対象となりません）

• 事業主が主催するOFF-JT（事業主が事業主以外の設置する教育訓練施設等に依頼して行うもの、外部講
師を派遣して行うものも対象となりません）

よくあるご質問

助成金がもらえない訓練はありますか？

教育訓練休暇の対象とならない訓練はありますか？

「OJT」「OFF-JT」とはどのようなものですか？

「OJT」は、適格な指導者※の指導のもとで、企業内の事業活動の中で実施する実習訓練をいいます。
「OFF-JT」は、 企業の事業活動（通常の業務・生産ライン）と区別して実施する座学または実技訓練です。

※訓練を実施する事業所の事業で報酬を貰っている役員等の方や同事業所から賃金を貰っている従業員

例えば以下のように区別することができます。

• パソコン操作 → 顧客への礼状の作成はOJT ／ 操作習得用の練習文書の作成はOFF-JT

• 研磨作業 → 出荷品を研磨するのはOJT ／ 出荷しない不良･廃棄品を使って研磨の練習をするのはOFF-JT

• パーマ施術 → 自店舗等でお客さまに施術するのはOJT／ モデルウイッグに施術するのはOFF-JT

７
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令和４年 10月以降の雇用調整助成金の特例措置等及び 
産業雇用安定助成金の拡充について 

（注）以下は、事業主の皆様に政府としての方針を表明したものです。施行にあたっては厚

生労働省令の改正等が必要であり、現時点での予定となります。 
 

新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金、新型コロ

ナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の特例措置について、令和４年 10 月～11

月の具体的な助成内容は別紙１をご参照ください。 

また、産業雇用安定助成金について、令和４年 10 月以降の拡充内容については別

紙２をご参照ください。 

なお、令和４年 12月以降の雇用調整助成金の特例措置等の取扱いについては、「経

済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議決定）」に沿って、雇用情

勢を見極めながら具体的な助成内容を検討の上、10月末までにお知らせします。 

 
（参考１）雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html 
コールセンター 0120-603-999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む 

（参考２）新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html 
コールセンター 0120-221-276 受付時間 月～金 8:30～20:00/土日祝 8:30～17:15 

（参考３）令和４年９月までの助成内容はこちら 
https://www.mhlw.go.jp/stf/r407cohotokurei_00001.html 

（参考４）産業雇用安定助成金 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00008.html 

コールセンター 0120-603-999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む（参考１と共通） 

 
 令和４年８月31日 

【照会先】 

＜雇用調整助成金関係＞ 

職業安定局 雇用開発企画課 

課  長：小宅 栄作 

課長補佐：赤川 遼 

（代表）03-5253-1111(内線 5811) 

（直通）03-3502-1718 

＜新型コロナウイルス感染症対応休業支援金関係＞ 

職業安定局 雇用保険課 

課  長：尾田 進 

課長補佐：尾崎 拓洋 

（代表）03-5253-1111(内線 5763) 

（直通）03-3502-6771 

＜産業雇用安定助成金関係＞ 

職業安定局 雇用政策課 労働移動支援室 

室  長：柴田 栄二郎 

室長補佐：松村 岳明 

（代表）03-5253-1111(内線 5878) 

（直通）03-3502-6781 

報道関係者各位 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/r407cohotokurei_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00008.html


雇用調整助成金等・休業支援金等の助成内容 （注）

雇用調整助成金等 休業支援金等

令和４年

７～９月

令和４年

10～11月

中
小
企
業

原則的な特例措置
（※２）

4/5（9/10）

9,000円

4/5（9/10）

8,355円（※３）

地域特例（※４）
業況特例（※５）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

12,000円

大
企
業

原則的な特例措置
（※２）

2/3（3/4）

9,000円

2/3（3/4）

8,355円（※３）

地域特例（※４）
業況特例（※５）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

12,000円

（括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合）（※１）

令和４年

７～９月

令和４年

10～11月

中
小
企
業

原則的な措置
（※３）

８割

8,355円（※７）

８割

8,355円

地域特例（※８）
８割

11,000円

８割

8,800円

大
企
業

原則的な措置
（※３）

８割

8,355円（※７）

８割

8,355円

地域特例（※８）
８割

11,000円

８割

8,800円

（※１）原則的な措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇等の有無
で適用する助成率を判断。

（※２）生産指標が、前年同期比（前々年同期、３年前同期又は過去１年のうち任意月との比較でも
可）で１か月５%以上減少している事業主。令和４年10月以降は、生産指標が前年同期比（前々
年同期、３年前同期又は過去１年のうち任意月との比較でも可）で１か月10%以上減少している
事業主。

（※３）雇用保険の基本手当の日額上限（8,355円）との均衡を考慮して設定。
（※４）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置

区域」という）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に規定する
基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第11条に定める施設における営業時間の
短縮等に協力する事業主。

※重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。
※各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用。

（※５）生産指標が、最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比で30%以上減少している
事業主。なお、令和４年４月以降は毎月業況を確認している。

（※６）大企業はシフト制労働者等のみ対象。
（※７）令和４年７月までの上限額は、8,265円。
（※８）休業支援金の地域特例の対象は、雇用調整助成金と同じ（左記※４）。

なお、地域特例については月単位での適用とする。
（例：５月10日から５月24日までまん延防止等重点措置

→５月１日から６月30日（解除月の翌月末）までの休業が地域特例の対象）

（注）政府としての方針であり、施行にあたっては、厚生労働省令等の改正が必要。

（※

６
）

別紙１



２ 制度拡充案

○コロナの影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と
出向先の双方の事業主に対して助成を行うもの（令和3年2月5日施行）。

・出向運営経費 賃金、教育訓練及び労務管理に関する調整経費など、出向中に要する経費の一部を助成。

・出向初期経費 就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主が出向者を受け入れるための機器
や備品の整備などに助成。

１ 制度概要

産業雇用安定助成金の拡充 （注）

事 項 現行制度 拡充案

支給対象期間の延長 １年間 ２年間

支給対象労働者数の上限撤廃 出向元、出向先ともに１年度あたり500人 出向元について上限撤廃

出向復帰後の訓練（off-JT）
に対する助成（新設）

－

出向元に復帰後に、出向によって得た
スキル・経験をブラッシュアップさせる

訓練に対して助成

中小企業 中小企業以外

助 成 率 ４／５（解雇なし ９／１０） ２／３（解雇なし ３／４）

上限額（出向元・先の計） 12,000円／1人1日当たり

○ 足下では経済活動の再開に向けた動きの中で人手不足が見られる一方で、コロナの影響の長期化により一部の産業では企業活動の回
復に遅れが見られている。そのため、人材を有効に活用するためにも産業雇用安定助成金の拡充を行い、円滑な労働移動を一層促
進する。

出向元事業主 出向先事業主

助 成 額 各１０万円／1人当たり（定額）

加算額（生産性指標要件が一定程度悪化した企業からの送り出し等） 各５万円／1人当たり（定額）

別紙２

（注）政府としての方針であり、施行にあたっては、厚生労働省令等の改正が必要。


